
建設資材・労働力需要実態調査（原単位調査） の流れ （建築工事）

調 査 開 始

対象工事 ： Ｈ２５年度中に着工した建築工事で、かつ、契約金額５００万円以上の工事

調 査 開 始

・約２，６００事業所に対しアンケート調査を実施。
・アンケート内容 事業所ごとに工事件名、着工年月、

施主、用途、構造、床面積等を記入。

予備調査（アンケート形式）H26.7.22
発送予定 約１ヶ月

対象工事の抽出

本調査（アンケ ト形式）H26 10予定

・予備調査で集約した工事件名の中から約５，０００件の
工事を抽出。

・約５ ０００件の工事 （約１ ２００事業所）に対し本調査（アンケート形式）H26.10予定

集計 ・ とりまとめ

約１ヶ月

約５，０００件の工事 （約１，２００事業所）に対し、
アンケートを実施。

・アンケート内容 工事件名ごとに請負額、資材量、
就業者数等を記入。

原 単 位 作 成H27.3予定

集計 ・ とりまとめ

公 表H27年度当初



主要建設資材、建設労働力の原単位

金額原単位 ： 請負工事費100万円あたりの投入量

面積原単位 ： 建築工事において、延べ床面積10m2あたりの投入量

出典：平成23・24年度建設資材・労働力需要実態調査



（１）目的 必要性

原単位調査の目的・必要性

（１）目的・必要性 ●建設資材の需要予測の公表

●建設資材等の需給の安定化を促進するため、原単位

国交省では、毎月１０日に翌月の主要建設資材の需要量を
予測し公表することで、資材調達の安定化を推進。

公表事例 （建設資材 需要量予測）
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（工事費及び床面積あたりに必要な資材量・労働力）をもと

に毎月上旬に翌月の建設資材の需要量を算出し、公表。

●しかしながら、施工技術の進歩、工法改善、品質向上、

公表事例 （建設資材の需要量予測）

◆主要建設資材需要予測（平成25年8月）

翌月の資材需要量と対前年比
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工場製品化の進展、合理化による生産性向上、資材・労務

価格の変動等により、原単位が経年的に変動しているた

め 原単位の見直しが必要

5000

（単位：千トン）

▲ 20.0

▲ 10.0め、原単位の見直しが必要。

◆資材需要量推移 （セメント）

赤実線 ：今年の実績値

２年周期で原単位調査を実施
（第１回調査は、S49年度工事が対象）
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（２）効果

●建設資材等の実態を把握するとともに、より適正な建設

資材の需要量を予測 公表することで 建設業者等が建設

青実線 ：昨年の実績値
赤破線 ：予測値
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資材の需要量を予測・公表することで、建設業者等が建設

資材の調達、人材の確保を計画的に実行でき、建設資材・

労働力の需給の安定化が促進される。

グラフの青線は平成２３年９月～平成２４年８月、赤線は平成２４年９月～平成２５年８月

建設業者等が建設資材の需要動向を知ることで、建設
資材の調達時期等を事前に調整・計画することできる。


